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序章 MaaS のある日常へ 
“--2030年のある朝。今日はクライアントに直行するため移動時間を有効に使いたいMay。朝食を食べながらスマートフォンで

MaaS アプリを立ち上げ、ライドヘイリングサービス（配車）を予約。7時 45分、家の前にライドヘイリングの車が到着する少し前、ス
マートフォンから到着通知が入り、家の目の前から乗車。車内で会議資料に目を通している間にクライアントのビルに到着し、エントラ
ンス前で車を降りる。利用料金は自動で決済されるため、煩わしい支払いは発生しない。クライアントとの会議が終了すると、時刻は
ちょうど正午。お昼は街中の渋滞が激しいため、自転車を利用して会社に帰ることにする。MaaS アプリで自転車シェアリングを希望し
GPS で最寄りの自転車を発見、自転車で帰社する途中にストリートフードを購入し公園で昼食を取る。駐輪が簡単な自転車はス
トレスが低い。そして会社の目の前に自転車を停めてオフィスの中に入る。フリーフローティング型のためどこに乗り捨てても平気だ。午
後 6時、仕事を終えたMayは友人との約束で食事に向かう。街の中心から少し離れたレストランのため、カーシェアリングサービスを
利用。MaaS アプリを立ち上げると、会社近くに利用可能な車を発見。スマートフォンに送られてきた ID（デジタルキ―）で車を施錠
しレストランに向かう。そして美味しい食事とワインを楽しみ、会計をしながらMaaS アプリを立ち上げタクシーを呼ぶ。会計が終わりレ
ストランを出ると既にタクシーが待機しており、早速乗り込み帰宅する。帰宅後は来週の出張に向けてMaaS アプリから航空券と空
港までのタクシーを予約し、眠りにつく。全ての予約・決済はスマートフォンにインストールしているMaaS アプリで対応が可能だ。効率
的かつシームレスな移動がMay の生活を支えている--” 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少しご想像頂けただろうか。MaaS とは『あらゆる人々の移動/輸送ニーズに応えるために、情報・予約・決済を統合した移動/輸
送サービス』1である。複数の「Services」を一つの「A service」2にしたものだ。上記のMay の 1日は、MaaS(Mobility-as-a-

Service)が人々の移動や生活にどのような影響を与えているかを示した一例だ。今まで移動は電車・バス・タクシー・自転車など、そ
れぞれ個別に完結していたが、MaaSはあらゆる移動サービスと情報が一つのアプリに統合され、一括して予約と決済ができるサービ
スである。 

シームレスな移動による時間の効率化と行動・経験範囲の拡大は、私たちの生活をより快適にするだけではない。移動手段の分
散や効率化により、CO2の削減や過疎地における移動難民の救済、人々の移動データ・車両走行データの活用による渋滞解消な

                                                   
1 Jana Sochor他（2017）”A Topological Approach to Mobility as a Service”, ICoMaaS 2017, p.190 より ABeam Consulting まとめ 
2 2018年 12月に開催された『TRANSUM』のパネルディスカッション「日本で始まる交通・移動サービス革命︓MaaS への挑戦」より、筑波大学名誉教授 石田東生氏説明 
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どの交通政策の活用が期待される。そして、医療・介護・育児施設や商業施設など、あらゆる産業との連携が始まり、街づくり・都市
計画へも発展していくだろう。 

更にMaaS は自動車や鉄道との連携を越え、ラストワンマイル 3用の電動スクーターから船や飛行機にも繋がりヒトの移動に加
え、モノの移動（物流）にも大きな変化を生み出す【図 1】。実際にアメリカのロサンゼルスやコロンバスといった都市やシンガポールな
どでは、MaaS と都市政策を関連づけてその取り組みを推進している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 1】MaaS の世界イメージ 

 

本レポートは、社会でMaaS が求められている背景やMaaS の動向（生い立ち、特徴、プレイヤー、事例、プラットフォーム要
素）に加え、MaaS が広がる世界の中でどのような変化が起き、どういった準備が必要なのかについて考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
3 ここでのラストワンマイルは、移動において、最後の交通機関降車地・交通結節点から最終目的地までの人や物の移動を表す 
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一章 デジタル化による社会変化と社会課題への挑戦 
 社会の変化 

2015年 9月、国連は「我々の世界を変革する︓持続可能な開発のための 2030 アジェンダ/Transforming Our World:2030 

Agenda for Sustainable Development」4を発表した。このアジェンダは 17 の「Sustainable Development Goals (SDGs)」から
成り、「誰一人取り残さない」という考えのもと、地球上の極度の貧困を含むすべての経済的な格差を撲滅することを最終ゴールとす
る。衣食住・教育・環境・保健・経済などあらゆる分野の問題や課題に対し、経済・社会・環境のサステナビリティ（持続性）追求
の重要性が唱えられた。そして、このゴールを達成するためには、貧困のある地域や途上国のみならず、新興国や先進国が足並みを
揃えることが必要不可欠である。SDGs という言葉や概念は、各国政府のみならず、企業や非営利団体、学校など、様々な組織の
活動の中で一つの指針となり始めた。 

このように、世界は効率性の追求だけでなく、持続性や循環型経済を意識した構想へと変化し始めている。多様な価値観の共
存、選択肢の拡大、不確実な社会の到来からサステナビリティが求められる時代に突入したと言えるだろう。 

更に、デジタル技術により人々は繋がり、膨大なデータが活用され始めた。ITU(国際電気通信連合)によると、全世界のインターネ
ット普及率は 51%、スマートフォン保有率は一人一台の所有を越えて 107%となっている 5。デジタル技術は社会課題解決だけでな
く、新たな社会を形成するツールであるという認識が国家レベルで広がった。 

日本における Society 5.0 や米国の Industrial Internet、欧州においては Digital Single Market の考えの中でドイツが
Industriy 4.0 を推進するだけでなく、エストニアは e-Estonia を、アジアにおいて中国は中国製造 2025、タイはタイランド 4.0、シンガ
ポールは Smart Nation といった国家の取り組みが進んでいる。 

 

 

 『顧客中心』とは モノからサービスへ 

これまで私たちはありとあらゆるモノに囲まれてきた。それらは企業により、『顧客中心』に開発されてきた。一方、『顧客中心』の意
味が今変わりつつある。 

商品開発の工程を見てみよう。従来、商品開発を行う際は商品企画の段階でマーケット調査を行い、顧客の声を極力反映させ
ようとしてきた。しかしながら 1 から 100 までのすべての声を商品に入れることは困難で、中でもより多くの人が満足してくれる商品を
開発していくことが主とされてきた。全顧客のニーズや満足度を得るのは不可能であり、企業としてもそれを追い求めて来なかった。
『顧客中心』のモノの開発と言っても、顧客がモノに合わせ折り合いをつけ、満足してきたと言える。顧客は受け身のポジションであった
と言えるだろう。 

 しかし、昨今のデジタル化やスマートフォンの普及によって、今まで水面下に消えてしまっていた顧客の声が顕在化し始めた。Twitter

や Instagram のような SNS の台頭により、多様な人々がモノについて批評し合う世の中が普通になった。レストランやホテルの予約
は SNSやオンライン上の口コミを参考にする人が増え、星の数でランキングされるような仕組みまでもが出来上がった。IoT の進化や
サービスプラットフォームの普及もあり、今まで受け身にならざるを得なかった顧客は、100%自分に合ったモノやサービスを自分で選ぶ
時代に突入した。 

                                                   
4 国際連合が 2015年 9月に発表した『我々の世界を変革する︓持続可能な開発のための 2030 アジェンダ』 
5 国際電気通信連合、『Global ICT Developments 2000-2018』(https://www.itu.int/en/ITU-D/Statistics/Pages/stat/default.aspx)より引用(最終閲覧
日:2019年 3月 4日） 

https://www.itu.int/en/ITU-D/Statistics/Pages/stat/default.aspx
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自分に合ったモノやサービスを自分で選ぶとは、常にモノを「所有」することを前提とした従来とは別の消費行動を生む。個々の生
活スタイルや置かれている状況に合わせ、欲しい時に「利用」することを可能にし、「所有」から「利用」へと変化する顧客のニーズを満
たす必要がある。近年のサブスクリプションサービス（定額制サービス）台頭の背景はこれにあたる。例えば音楽を聴きたいときに好き
なだけ聴く、乗りたい時に好きな車に乗るなど、「所有」から「利用」に変化する顧客ニーズを満たすサービスは今後も広がるだろう。 

このように、世界的に起きているデジタル技術による大きな動きは、社会課題の解決に貢献するだけでなく、顧客一人一人の満
足度を限りなく満たすことに活用されている。そして、その波は「移動（モビリティ）」にまでも波及し始めている。 

 

 

 社会とモビリティ 

  デジタル化、プラットフォーム化、サブスクリプションサービスの台頭といった様々な変化はモビリティにも到来している。特にここ数年
モビリティ分野のサービスが多く生まれ（Uber や DiDi等）、「MaaS(Mobility-as-a-Service)」という言葉が普及し、政府や自治
体、企業において注目度が高い。トヨタ自動車の e-Palette や小田急電鉄の観光型・郊外型MaaSなど、新たなサービスや経営
計画が発表されている。ではMaaS には何が期待されているのだろうか。 

その一つは、社会課題の解決である。例えば日本は高齢化や過疎化が進み、人材不足や予算などの事情で公共交通機関の
本数が大きく削減されるなどして、生活を支えるための移動に問題を抱える人々が多く存在する。このような地域でMaaS を通じて
移動サービス全体を効率化し、移動機会を創出することが出来る可能性は大きい。一方、人口増加、環境問題（CO2排出量増
加）、常態化した渋滞と騒音、慢性的な駐車場不足といった都市固有の課題解決も期待される。そこで交通課題と都市課題を
MaaS で解決するという思想が作られた発祥の地、フィンランドに目を向けてみよう。 

 

 

 フィンランドでMaaSが生まれた背景 

北欧に位置するフィンランドは、人口 550万人、国土 34万平方キロメートルの日本より少し小さな国である 6。国の産業としては
製紙・パルプ・木材を伝統的基幹産業としているが、近年は情報通信産業にも力を入れ始め、1990年代後半から 2000年代は
携帯電話通信機器の Nokia がフィンランドの経済成長を大きく支えた。妖精「ムーミン」が住む土地とも言われ、国土の 70%が森
林、10％が湖という自然豊かな国である。1960年代以降、自動車が増加し、2015年の自動車保有台数（乗用車）は 300万
台に到達、CO2増加が課題となっていた。また、高齢化も進んでおり、1990年代は 60歳以上の人口は 20％であったが、2017年
は 22％となり、今後も増えていく高齢者の移動の確保も課題となった 7。 

これら課題を解決するため、2009年、フィンランド政府は環境政策のロードマップ「Long-Term Climate and Energy Policy」8と
ITS戦略「Finland’s Strategy for Intelligent Transport」9という 2 つの大きな政策を発表した。環境負荷の低い持続可能な社
会を目指し、更には自動車依存から脱却し、あらゆる人に開かれた交通システムの実現を目標とした【図 2】。 

 

 

 
                                                   
6 外務省『フィンランド基礎データ』(https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/finland/data.html)より引用(最終閲覧日:2019年 3月 4日） 
7 フィンランド政府統計と 2018年 12月に開催された『TRANSUM』のフィンランド政府講演内容より ABeam Consulting まとめ 
8 フィンランド政府『Ministry of Transport and Communications』(https://www.lvm.fi/en/home) Press release より ABeam Consulting まとめ 
9 フィンランド政府『Ministry of Transport and Communications』(https://www.lvm.fi/en/home) Press release より ABeam Consulting まとめ 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/finland/data.html
https://www.lvm.fi/en/home
https://www.lvm.fi/en/home
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【図 2】フィンランド政府の二つの政策 

 

 MaaS アプリ「Whim」の誕生 

フィンランド政府は ITS (Intelligent Transport System)を通じて持続的な環境・社会・経済を実現することを掲げ、そのの取り組
みの中で民間企業や研究機関、地方自治体と一丸となり様々なモビリティに関する実証実験を実施した。同時期に、インターネット
を活用したサービスを推進し、スマートフォンを通じた様々なサービスの提供を推進した。もともと医療機関の数が少ない課題を解決
するため、遠隔医療やデータのデジタル化に取り組んだこともその一つだ 12。そして 2014年にはMaaS という概念が生まれ、2015年
にMaaS Global社が「Whim」というMaaS のアプリを開発、ヘルシンキでサービスを開始した（サービスは後述）。MaaS Global

によると「Whim」は人々の移動を大きく変え、サービス開始後に自動車の使用率は 40％→20%に減少した一方、公共交通機関
の利用は 48%→74%へ増加し、人々の自動車依存からの脱却に寄与した 10【図 3】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 3】Whim導入による移動手段の変化 

 

 
                                                   
10 MaaS Global社『Mobility as a Service- The End of Car Ownership?』より ABeam Consulting作成 
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このようにMaaSは、日本も含め自動車が抱えている社会課題を解決する可能性を秘める一方、ビジネスの観点で捉えた場合
は収益性を踏まえると全ての課題に対応出来るわけではない。例えばMaaS のサービスの一つである Uber や Lyftは売上を拡大し
ているが、利益は出ていない。また、MaaS Global の CEO は「MaaSは車所有の次に望まれ、かつ、多様な交通モード利用が可能
という中で、大量の利用がなければ利益は出ない」とコメントしており、MaaS ビジネスの難しさを示唆している 11。では、何故利益を
出すことが難しいのかMaaS の現状と構造から考えていこう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
11 MaaS Global社、CEO ブログ『Sampoʼs Blog』より ABeam Consulting まとめ 
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二章  MaaS について 
 一言でMaaS と言っても、MaaS には様々な側面があるという事は皆さんにもご理解いただけたのではないだろうか。ここでは、
MaaS をもう少し多角的な視点（MaaS のサービス要素、レベル、プレイヤー、構造）から整理し、具体的な事例を入れながら説
明を行いたい。 

 

 MaaSのサービス要素は多岐に渡る 

  序章で触れた通り、MaaS には移動/輸送に関連するサービスが含まれる。具体的には、従来からあるバスやタクシーといった公共
交通サービス、ライドシェアのように比較的新しく生まれた移動サービス、駐車場やガソリンスタンドのような移動を支える移動周辺サ
ービス、さらには宅急便やデリバリーなどの物流・輸送サービスなどが含まれる【図 4】。」   

今までユーザーそれらのサービスを個別に利用していたが、このサービスを一つに統合したものが「Whim」が提供するMaaS プラット
フォームである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 4】MaaS のサービス要素イメージ 

 

MaaS サービスプロバイダーとしてパイオニア的な存在である「Whim」は、現在ヘルシンキ、アントワープ、ウィーン、バーミンガムの 4

都市で稼働中だ。ユーザーは「Whim」アプリを通じ、公共交通機関、タクシー、カーシェアリング、自転車シェアリングを組み合わせた
移動の予約・支払いが可能となる。「Whim」は都度払い（アプリを利用する度に支払う）だけでなく、月額制のサブスクリプションサ
ービスをいち早くから導入していることも特徴だ【図 5】12 

MaaS レベル 0「統合なし」は電車、バスなどの所謂従来の券売機でチケットを購入して乗車をするような個別交通・移動サービス
を指す。MaaS レベル 1「情報の統合」は、情報が統合された状態を指す。例えば Google の経路探索など複数の移動サービス情
報を一つに統合して提供するサービスが該当する。MaaS レベル 2以降は「予約と決済が統合」される。MaaS レベル 2は Uber や
                                                   
12 Whim ホームページより ABeam Consulting作成 
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Grabなどの単一のモビリティサービスを提供し、経路情報だけでなく予約・決済が可能である。MaaS レベル 3「提供サービスの統
合」は複数のモビリティサービスを提供し、経路情報と予約・決済が行える。「Whim」はMaaS レベル 3 である。現状MaaS は
MaaS レベル 3 まで拡大している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 5】 Whim のサービス 

 

 MaaS には 5 つのレベルが存在 

MaaSはMaaS レベル 0 からレベル 4 まで、5 つのレベルに分類することができる 13【図 6】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 6】MaaS のレベル 

 
                                                   
13 Jana Sochor他（2017）”A Topological Approach to Mobility as a Service”, ICoMaaS 2017, p.187-208 より ABeam Consulting作成 
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では、MaaS レベル 4「社会ゴールの統合」とはどのような状態なのか。モビリティサービスの調和と社会全体の最適化を考える段階
がMaaS レベル 4 である【図 7】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 7】MaaS レベル４は社会の最適化 

 

具体的には、都市部での渋滞や駐車場不足を解決するために、MaaS を活用して渋滞状況やヒトやモノの流れをコントロールす
る、過疎地域でのオンデマンドな移動手段を提供することを通じ道路上の自動車の数を減少させる、若しくは過疎地域での移動手
段を効率的に確保することなどがこれにあたる。社会という大きな枠組みで調和と最適化を目指す姿は、スマートシティ構想とも深く
関与している。 

 

 

 MaaSのプレイヤーは世界各地で増加中 

では今現在どれだけのMaaS サービスプロバイダーがいるのだろか。MaaS レベル 2以降のMaaS サービスプロバイダーに着目する
と、2019年 1月時点、欧州・米国・中国・日本・シンガポールでは 100以上のMaaS サービスプロバイダーが存在している 14【図
8】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 8】増加するMaaS サービスプロバイダー 

                                                   
14 2019年 1月時点 ABeam Consulting調べ。欧州・米国・中国・日本・シンガポールにおける MaaS レベル 2,3 のプレイヤー数。（※MaaS レベル 2 はカーシェア、ライドシェア、
自転車シェア、e-scooter のプレイヤー） 
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世界的な傾向として、MaaS レベル 2 となるカーシェアリング、ライドシェアリング、自転車シェアリングなどの単一サービスは、地域別
にタイプは異なるものの、拡大している。MaaS サービスの拡大を後押しする背景の一つに、MaaS プラットフォームがシンプルな構造で
あることが上げられる。 

 

 

 MaaSプラットフォームはシンプルな構造 

 MaaS サービスプロバイダーが急速に増加する理由の一つに、MaaS プラットフォームの構造が技術的にシンプルであり、“プラットフ
ォーム on プラットフォーム”構造であることがあげられる【図 9】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 9】MaaS プラットフォームの構造（イメ―ジ） 

 

例えばMaaS レベル 2 のライドシェアリングに位置する Uberなどの場合、基本的に顧客とドライバーのマッチングのみのプラットフォ
ームを開発し、決済・地図・通話などは既存のアプリケーション(API)と連携する仕組みである。さらにMaaS レベル 3 の複数のモビリテ
ィサービスを目指す場合には、各モビリティサービスや交通事業者とアプリケーション(API)連携することでサービスのラインナップを増やす
事が可能である。もちろん、システム連携のために、各事業者との調整は必要となるが、プラットフォーム自体はシンプルな構造であ
る。 

 

 

 モビリティサービスの基盤をいち早く構築したMoovel社 

MaaS レベル 3 のサービスプロバイダーを見ると、地域別に浸透の差が明確である。その数では欧州が最も多く次に米国が続く。
日本と中国はまだまだ浸透しているとは言えない。中でも自治体や事業者との連携を早くから行い、MaaS レベル 2 からMaaS レベ
ル 3 へビジネスを拡大させたMoovel15の事例を紹介する。 

                                                   
15 Moovel はドイツ Daimler が 100%出資する MaaS サービスプロバイダー 
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Moovel社は Daimer傘下のMaaS サービスプロバイダーである。現在はドイツやアメリカの一部の都市でサービスを提供してい
る。しかし始めからMaaS サービスプロバイダーを目指していたのではない。2016年に同社を買収した Daimler が戦略的にモビリティ
サービススタートアップや事業者の買収・統合を行ってきたのである【図 10】16。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 10】 Daimler によるモビリティサービス会社買収・統合 

 

さらにMoovel社は地方自治体との連携も進めている。アメリカのロサンゼルスでは「FlexLA」、ドイツのシュトゥットガルトでは「SSB 

Flex」というMaaS サービスを提供し、地方公共交通との連携を強めている。また、大気の汚染度合いによりMaaS サービス内で公
共交通機関の割引の提供を行い、都市の社会課題である大気汚染の解決に貢献している。このように、MaaSは 1社単独ではな
く、地方自治体や複数の会社が連携するエコシステムの中で提供されるサービスとなって、本来の目的である社会課題の解決に貢
献できる。 

 

 

 MaaS サービスプロバイダーは地方自治体に選択されていく 

MaaSは今後、多くのサービスプロバイダーが出現する。多くのプロバイダーが出現することにより、プレイヤー同士の価格競争が始
まる。ユーザー視点では価格競争はうれしい産物である一方、過当競争によりMaaS のサービス品質の低下が起こる可能性は否
定できない。ライドシェア業界では殺人事件や性犯罪などの事件が頻発していることも忘れてはならない 17。そのため、米国や中国で
はライドシェアドライバーに資格条件を付加するなど、国や地方自治体レベルにおいて対応を開始している。従って、価格を抑えなが
らMaaS サービスの品質を担保していくために、各地方自治体で 2～3 のMaaS サービスプロバイダーを選択するといった許認可制
のビジネスになっていく可能性がある。 

一方、MaaSは都市や街づくりにも影響を与える。都市や街の魅力を上げ経済を活性化させるためには、利用しやすい価格帯で
移動手段を確保できることが重要である。 

MaaSはMaaS レベル 4 に近づくと、ビジネスに対して公共性がより求められる性質がある。今後のMaaS サービスプロバイダー間
での競争においては、地方自治体との連携やその地方への貢献といったこともが生き残るための重要なファクターになる。 

                                                   
16 2019年 1月時点 AB調べ。各社ホームページ・報道より ABeam Consulting作成 
17 各種報道より ABeam Consulting調査 
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非営利組織（Non-Profit Sector、以下 NPS）と聞いて何をイメージするだろうか︖日本ではどちらかというと、慈善団体や特

定非営利活動法人（NPO）というイメージが強い。しかし、実際は、学校・病院・介護施設の運営団体・財団法人、社団法人、

学校法人など私たちの生活や社会に密接した組織が NPS に含まれている。ここで、スウェーデンの政治経済学者、ヴィクター・A・ペ

ストフが 1995年に提唱した NPS分類の定義、「ペストフの三角形」を紹介する。 

ペストフは世の中の組織を「政府」、「企業」、「コミュニティ」の 3 つに分類している。「政府」と「企業」、「企業」と「コミュニティ」など、

組織同士が連携し合いながら日々活動をしているが、この 3 つの組織が交わらない空白地が中心に存在している。NPS はこの空白

地に位置し、3 つの組織をつなぐ協調・協業領域に存在し、3 つの組織の不足・欠点を補う組織であると定義している。 

 
ここで MaaS を考ると、NPS と MaaS に求められる役割は類似していると言えるのではないか。MaaS も「地方自治体(政府)」、

「モビリティサービス（企業）」、「ヒト(コミュニティ)」を繋ぐ役割があり、利益だけを追求するのではなく、人々や社会に対するインパクト

や老若男女・富裕貧困など分け隔てのない人々を視野に入れた取り組みが求められている。実際フィンランドで MaaS が発祥した背

景も、環境問題(CO2削減)や渋滞問題、駐車場問題などを起点とし、社会の効率性向上に留まらず、街づくりや都市開発へも発

展することが期待されているのである。 

NPS は一定の歳入を得ており、米国の場合、GDP の約 5％を占め、米国経済を支える一つの産業セクターとなっている。驚く事

に、NPS の GDP平均成長率は米国全体 GDP成長率より高い成長率となっている。NPS の GDP の内訳をみると、米国において

は、医療・健康が 6割、次いで教育・研究が 2割と、我々の生活を持続するためになくてはならない分野が NPS によって支えれてい

る。MaaS の一文字目にある「Mobility（移動）」は我々の生活や経済市場を拡大するためにも欠かせない。そのため、MaaS も

NPS のように、純粋な利益追求では持続できない分野であると言える。MaaS サービスプロバイダーはあらゆる組織を協調・協業領

域で相互補完するような役割が求められるようになる。 

 

＜コラム参考文献＞ 

*Laster M Salamon. Johns Hopkins University “NonProfits;Americaʼs third largest workforce” 

*経済理論学会、藤田暁男『非営利組織の活動と協働の論理形成 ─協働の発展と社会システム論的課題』 
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ペストフの三角形

コラム MaaS と非営利組織（Non Profit Sector）の役割は似ている? 
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三章 MaaSは利益よりも社会課題解決 
 

これまで述べてきた通り、MaaS は社会課題解決の一つの方策である。また社会基盤にもなり、持続可能なビジネス、持続可能
な社会の形成という観点で非常に重要な役割を果たす。ここからはMaaS と持続可能な社会の具体例を 3 つ挙げ紹介していく。 

 

【事例 1】 Daimler傘下のMoovel社、ロサンゼルスで公共交通機関（FASTLinkDTLA18）とライドシェアリングの実証実
験「FlexLA」を開始 19 

 

Moovel North America はアメリカ・ロサンゼルスの公共交通機関 FASTLinkDTLA とライドシェアリングの実証実験を開始
（2018年 10月）した。公共交通機関の便が悪い夕方以降の時間帯におけるサービスを中心とする。ユーザーは「FlexLA」という
アプリを通じてライドシェリングの利用が可能だ。今回のライドシェアリングサービスでユニークな点は、収入に関わらず全ての人にサービ
スが行き届くよう、低価格固定レートでサービスを提供しているところだ。 また、車いすの乗車を可能とし、MaaS の概念に含まれる
「あらゆる人々」に対する移動を提供可能にする。なお、地域の特性も組み込み、アプリは英語とスペイン語の両方に対応しているの
も特徴だ。地域の特性や生活水準に合わせたサービスを提供し、人々の移動を支えることは街の持続可能性にも大きく貢献すると
言えるのではないだろうか。 

 

【事例 2】 アメリカ・コロンバス市、妊婦の検診予約と病院までのライドヘイリング 20実証実験を計画 21 

 

  アメリカのコロンバス市は、2019年 6月から 11月、コロンバスの中で最も乳児死亡率が高い地域に住む女性 500名を対象
に、病院までのライドヘイリングサービスを提供予定だ。コロンバス市はスマートシティの構築に向けて「Smart Columbus」に取り組ん
でおり、交通システムを改善することによる低所得者向け医療・福祉サービスの充実と経済的な格差改善を目指している。2020年
までに乳児死亡率を 40%低下させ、健康の格差を半減させる事が目標だ。なお、2015年にアメリカで募集された「Smart City 

Challenge」の優勝自治体がコロンバス市である。 

コロンバス市は、妊婦向けのサービスとして既に診療予約のデータベースと病院までのシャトルのデータベースを統合させ、一つのア
プリで診療と移動の予約を可能としている。ただ、シャトルの便が悪いなどの声が利用者から上がり、サービス向上を目指すべく、新た
に Uber と提携してライドヘイリングでの移動を提供する実証実験を実施する予定だ。移動と医療を結び付け、適切なタイミングで
適切な医療を受けることで乳児死亡率を改善させる取り組みは、まさにMaaS レベル３を超えMaaS レベル 4 となり、スマートシティ
へ進む一つの代表例だ。 

 

 

 

 
                                                   
18 FASTLinkDTLAは非営利の交通マネージメント組織で、ロサンゼルスのダウンタウンの交通課題解決に向けて取り組んでいる 
19 Daimler Press release より ABeam Consulting まとめ 
20 ライドヘイリングは乗り合い型でなく、プライベート型のサービス 
21 コロンバス市『Smart City Challenge』と各種報道より ABeam Consulting まとめ 
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【事例 3】アメリカ・サンフランシスコのMaaS付き住宅「Car Free Living Program」22 

  

アメリカ・サンフランシスコにある Parkmerced社は、賃貸住宅にMaaS のサブスクリプション機能を導入している。住居者は月に
100USD分のポイントが付与され、ポイント内で Uber Pool の配車サービスとサンフランシスコの公共交通系 IC カードでの移動を組
み合わせることが可能だ。また、Uber Poolは定額制のため、個別に手配するより安く乗車できるベネフィットがある。 

サンフランシスコは、深刻な渋滞や駐車スペース不足、CO2などの社会課題に直面しているほか、家賃月額平均が 3,710USD23

という物価の高い街のため、自動車保有コストは住民の大きな負担となる。Parkmerced社の事例は社会にも住民にも優しい持続
可能な社会づくりの一例だ。 

 

以上の事例のように、MaaS を通じて、またMaaS と医療や住居・不動産を組み合わせたサービスは、社会の持続性を高める可
能性を秘めている。MaaSは移動・輸送サービスの枠を超え、我々の生活や社会を持続的なものへ導く力がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
22 Parkmerced ホームページ（https://www.parkmerced.com/）より ABeam Consulting まとめ 
23 Walletwyse社『Global Rent Visualization 2019』(https://www.walletwyse.com/) (最終閲覧日:2019年 3月 5日)  

https://www.parkmerced.com/
https://www.walletwyse.com/
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四章 自動車業界の変化と動向 
 

  三章までに、MaaS サービスプロバイダーは収益性よりも社会への貢献やインパクトが大きいと述べてきた。一方でサービスとしての
持続性を持たせるためには、ある一定の収益モデルやビジネスモデルが必要不可欠である。日本でもここ 1年、”MaaS”という言葉が
各社の経営計画に散りばめられるようになった。2018年 1月にアメリカの CES24で発表されたトヨタの e-Palette コンセプト 25に始ま
り、同年夏以降に小田急電鉄の観光MaaS、トヨタとソフトバンクの提携、各地方自治体での実証実験など、MaaS への動きが活
発化している【図 11】。 

その動きは自動車完成車メーカーよりも、鉄道会社、通信会社、商社といった自動車産業外の業種からの参入が主流である。
本章では、MaaS の世界が本格的に形成される基盤となった自動車業界に起きている変化を押さえつつ、他業界を含む動向に注
目していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 11】 直近の日本国内での動き一例 

 

 

                                                   
24 CES︓Consumer Electronics Show を指し、毎年 1月にアメリカで開催される電子機器の見本市 
25 モビリティサービス（MaaS）専用次世代電気自動車（EV）「e-パレット コンセプト」を初公開、モビリティサービスの強化を発表 
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 自動車業界に起きている変化 

  自動車業界は「100年に一度の大変化」と言われるように、電動化・自動運転・コネクテッド・シェアリングサービスの 4 つの変化に
直面している。電動化は環境問題（CO2削減）、自動運転は安全性の向上につながり、さらに IoT の発展により車と車の外部
（車・インフラ・事業）と繋がる（コネクテッド）ことで安全性のみならず利用者のニーズに合わせたサービス（例︓サブスクリプション
サービスや保険等）が発展している。さらには、シェアリングサービスの台頭によりあらゆる移動サービスが統合されたMaaS が普及す
れば、車の所有形態だけでなく、自動車産業構造そのものにも大きな変化をもたらすと考えられる。 

 

 

 自動車産業の構造変化 「所有」から「共有」・「モノ」から「サービス」へ 

まず、自動車自体は「所有される車」と「共有される車」へ分類される。プレミアムブランドは「所有される車」として残り、マスブランド
の車は「使用される車」に移行していく可能性が高い。実際、アメリカや欧州の新車販売トップ 10はピックアップトラックや SUV などの
大きくて高級な車がランクインし始めており、この傾向が出始めている。 

  次に、MaaS が普及していくと、これまで述べてきたように、MaaS サービスプロバイダーが顧客に一番近い接点となり、今までの自
動車産業のピラミッド構造やバリューチェーンが大きく変わる可能性がある。これまでは、自動車完成車メーカーを頂点とし、Tier1 サ
プライヤー、部品サプライヤー、素材サプライヤー、販売店、保険・部品・修理サービスというピラミッド構造である。しかし、今後はサー
ビスを生み出すMaaS プラットフォームプロバイダーを筆頭に、サービスを提供するMaaS サービスプロバイダー、車両を供給・開発を
する自動車完成車メーカーやエンジニアリング会社、車両部品を供給する部品サプライヤーや素材メーカーという並列構造に変化す
る可能性がある【図 12】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 12】自動車産業の構造変化イメージ 

 

「共有される車」は移動に特化するため、車に求められる機能・仕様やデザインも「所有される車」とは異なり、よりシンプルなもので
十分だ。先日、フィンランドの自動運転技術のエンジニアリング会社（Sensible 4）と日本の小売会社（無印良品）が完全自動
運転のシェアリングバスを開発・発表したが、産業構造変化の兆しを表す一つの例と言える。 
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 サブスクリプションサービスモデルを通じた安定的な経営基盤 

また、一章で触れたサブスクリプションサービスの急速な拡大も忘れてはならない。サブスクリプションサービスとは定額制のサービス
で、通信やエンターテイメントのサービスで急速に広がっている。例えば Netｆlixや Huluなどの動画配信サービス、Wi-Fi使用パッケ
ージ、最近はオンライン英会話なども定額制で話し放題などというサービスが出始めている。 

このサブスクリプションサービスだが、自動車販売にも拡大しており欧米での動きは活発だ。既に高級車の Porscheなどではサブス
クリプションサービスを一部の地域で開始しているが、2018年以降、追随する自動車完成車メーカーも出ている。Fordは canvas、
Jeepは Jeep Wave というサブスクリプションサービスを提供している。また、スタートアップによるサブスクリプションサービスも続々と誕生
し、市場は徐々に形成されつつある段階だ。 

サブスクリプションサービスはリースと同様に保険・メンテナンスなども含まれているが、一番の特徴は車を乗り換える事ができる点だ。
ユーザーは用途や気分によって好きな車を選択できるため顧客満足度は非常に高い（頻繁な乗り換えができないサブスクリプション
サービスも存在する）。 

 

 では、企業にとってサブスクリプションサービスはどのような価値をもたらすのか。それは、定期的な収入による安定した経営基盤の創
出だ。自動車完成車メーカーのビジネスを例に見る。 

まず、自動車を製造して販売するというビジネスモデルには、投入モデルの人気・不人気と季節による売上変動などの不安定な要
素が含まれている。実際の日本国内の販売実績 26をご覧いただきたい【図 13】。これは 2018年の新車販売台数のデータだが、3

月や 9月といった日本の「期末」に台数がのびる傾向があり、特に年度期末（3月）はどの自動車完成車メーカーも同じ動きがみ
られる。2018年 3月の日本の合計新車販売台数は約 45万台だが、翌月 4月は半数の約 25万台まで下がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 13】 2018年日本国内の新車販売 

 

 

                                                   
26 日本自動車工業会 HP統計より ABeam Consulting作成 
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さらに自動車の収益構造を分解すると、原材料、部品購入及び開発費用などのオペレーションコストで総売上の 80％程度を占め
ており残りの 20％の他の費用を調整し利益を賄わなければならず、自動車開発・製造・販売ビジネスの難しさと不安定さが理解で
きる 27【図 14】。  

 

サブスクリプションサービスは、ユーザーがその使用料を自動車完成車メーカーに支払うビジネスモデルである。自動車完成車メーカ
ーはそのブランドに立脚したロイヤルカスタマーを持っているため、サブスプリクションサービスの解約率をある程度正確に見積もれる可
能性が高い。従って、季節要因や販売モデルの増減によって売上が左右されるビジネスモデルに比べると、サブスプリクションサービス
で得られる売上はより安定的であると言える【図 15】28。毎月、いや毎日のように、売上の 20%のマージンをコントロールしなければな
らない経営よりは、サブスプリクションサービスによる売上による利益の方が遥かにコントロールしやすいのではないか。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 14】 自動車 1台のコスト構造イメージ    【図 15】 サブスクリプションの売上イメージ 

 

これらの変化にいち早く対応してきたのがMercedes-Benz を抱える Daimler である。Daimlerは「共有される車」領域（＝シェ
アリングサービスやMaaS）でのビジネスを戦略的に展開している。具体的には、グレードの高いセグメントは「所有される車」として販
売をし続けながら、ローコストセグメントの車はシェアリングサービスやMaaS のサービスとして車両を投入して「共有される車」の市場を
優位にすすめる体制を構築し始めている。更に 2020年から組織の枠組み変更し、ビジネスユニット型であった組織を持ち株会社制
にすることを発表した。これまで、乗用車、バン、トラック、バス、ファイナンシャルサービスという 5 つに分けられていたビジネスユニットを
Mercedes-Benz（乗用車）、Daimler Truck（商用車）、Mobility（サービス）という 3 つに分社化する予定である。今までの
モノから収益を得るという事業はMercedes-Benz と Daimler Truck が引き継ぎ、サブスクリプションサービス含めた安定的な収益を
Mobility の会社で得るというビジネスモデルへの転換だ。今までのモノが売れた・売れないという経営指標が、安定的な収益化という
経営指標へと変わりつつある事を示している。これは、企業の持続的な発展として好ましい状況である。 

 

 

 

                                                   
27  日本自動車工業会 HP統計より AB作成 
28 ティエン・ツォ他、『サブスクリプション―「顧客の成功」が収益を生む新時代のビジネスモデル』、ダイヤモンド社、2018年（書巻末資料を参考に ABeam Consulting作成） 
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 マスブランドの新たな戦略 販売店の消滅︖ 

一方、日系自動車完成車メーカーが得意とするマスブランドはグレードの高いセグメントやプレミアムセグメントに優位性がない。さ
らにはシェアリングサービスやMaaS に率先して参入すると、自身の販売で「共喰い」が発生する可能性があり（シェアリングサービスを
推進すると人々が車を所有しなくなり、自社の車両販売が減少する）、非常に難しい立ち位置にいる。このような状況下、トヨタは
日本において販売からサービスへの転換に乗り出し始めた。 

トヨタは全販売店においてMaaS に対応する動きを見せ始めている。2018年 11月、トヨタはマスブランドの販売店に対し、販売
会社 4社統合を発表した。販売店や駐車場を活用したカーシェアの実証実験や、スマホで中古車を購入できるサービス remobi29

を導入した。 

一方プレミアムブランドの販売店に対しては、伝統工芸と販売店のコラボレーション「LEXUS NEW TAKUMI PROJECT」や、販路
拡大のためレクサス販売店再募集を実施している。マスブランドではMaaS に関連する移動サービスの提供、プレミアムブランドでは、
顧客ロイヤリティー強化のための販売店強化といった動きがみられる。このような動きから、公共交通が発達しMaaS により利便性の
さらなる向上がみられる東京、特に 23区内ではマスブランドとしてのトヨタの販売店を無くし既存の店舗はMaaS を含めたサービスに
特化し、ラグジュアリーであるレクサスのみの販売店舗展開とするといった大胆な戦略を今後取ったとしても驚きはない。 

  

 

 「4P」から「4C」への遷移と「4S」概念の誕生 

 現在の自動車業界の変化からも、私たちの消費行動はモノからサービスへの移行が始まっていることがよくわかる。マーケティング戦
略を検討する際によく利用されてきたマーケティングミックスで説明すると、「4P」から「4C」への遷移と言える。 

 「4P」とは企業や売り手視点のマーケティング戦略を指す。4 つの Pは Product (製品)・Price (価格)・Place (販路)・Promotion 

(販売促進)を指し、企業がモノ・サービスの商品価値を最大化し、顧客が価値を消費していく。企業や売り手が自ら設定したターゲッ
ト像を軸に商品価値を最大化するマーケティング戦略である。一方、「4C」とは顧客や買い手視点となり、顧客にとってどのようなメリッ
トがあるのか、という観点が重要となる。4 つの C は Customer Value (顧客価値)・Customer Cost（顧客負担）・Convenience 

(利便性)・Communication (コミュニケーション)を指し、顧客が企業と価値を共創し、顧客が価値を消費しながら継続的に価値を
最大化していくマーケティング戦略である【図 16】。既に日系自動車完成車メーカーもこの「4C」の考え方を取り入れているが、顧客
満足度 100%には到達できていない。今後は、真に顧客を中心に据える「4C」が必要となる。 

MaaSは 4C のマーケティング戦略にフィットする概念である。例えば、MaaS Level3 のWhim のサービスを考えると、ユーザーは月
額一定の料金を払うと一つのスマホを通じて公共交通機関、タクシー、レンタカー、カーシェアリング、自転車シェアリングなど車以外の
移動手段が乗り放題になる。フィンランドで車を保有する月額コストは約 600€と概算でき、Whim の乗り放題サービスは 499€であ
るため、「所有される」から「共有される」に移行するにはとても魅力的だ。顧客満足度も上がりサービス価値も高まるビジネスモデルで
ある。 

 

 

 

 

                                                   
29 株式会社エイチームが愛知トヨタ自動車株式会社とともに実証をして始めたサービス。愛知県でサービスを開始し、今後拡大していく予定。（https://www.a-
tm.co.jp/news/service-11652/）（最終閲覧日︓2019年 3月 8日） 

https://www.a-tm.co.jp/news/service-11652/
https://www.a-tm.co.jp/news/service-11652/
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【図 16】「4P」から「4C」への遷移 

 

さらには、顧客満足度だけでなく社会全体に与えるインパクトもサービスの価値を押し上げる。自動車以外の移動手段を利用す
ることで、CO2を削減し気候変動の抑止へ貢献したり、自動車の台数が減り街の道路が車の通行以外に利用され始めることで生
活や社会がより豊かになったり、今まで駐車場として占拠されていた空間が新たな住居やオフィス空間に生まれ変わる可能性も秘め
ている。 

MaaSは顧客視点だけではなく、社会視点をも取り込めるビジネスモデルであると言える。我々はこの社会視点をここで「4S」と提
唱する。4 つの S とは、Social Value (社会価値)・Social Investment (社会投資)・Social Efficiency (社会の効率性)・Social 

Advocacy (社会提言・擁護)である。社会視点でモノ・サービスを考え社会にどのような貢献が出来るのか、という視点が重要とな
る。MaaS の根本には車両台数と CO2排出の削減や多様な移動手段を駆使したモビリティの効率化にあるが、まさにこの 4S を表
現するビジネスモデルである【図 17】。  

 

それを裏付けるように、消費者トレンドの最新調査によると、社会に貢献する商品やサービスを積極的に購入したいという消費者
は 50%30を越え、「4S」の考えは、「4C」の価値に組み込まれ始めていることが分かる。さらに、世界経済フォーラムのミレニアル世代の
調査では、「社会課題の責任は人間にあると強く同意する」が 70%31を越え、消費者（顧客）の購買理由や意欲、モノ・サービス
を選択する基準に、社会貢献や社会課題解決という指針が含まれ始めた。既に各企業で SDGs や CSR という形で経営戦略に組
み込まれているものの、実際のサービスや商品との一貫性を持たせるまでには成熟していない。 

 

                                                   
30 大和ネクスト銀行『社会貢献に関する調査 2018』(https://www.bankdaiwa.co.jp/column/articles/2018/social_contributions_report_2018.html) （最終閲覧
日:2019年 2月 23日） 
31 World Economic Forum「Global Shapers Survey 2017」 

https://www.bankdaiwa.co.jp/column/articles/2018/social_contributions_report_2018.html
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【図 17】4S の誕生 

 

一方で顧客視点の「4C」と社会視点の「4S」を組み合わせる時、両者を 100%達成することは難しく、MaaS ビジネスのオポチュニ
ティの広がりが限定的であるように感じるかもしれない。しかし、MaaS の原点でもある「シェアリングエコノミー」という概念が両者を繋
ぎ、「4C」と「4S」の共存を可能にする。シェアリングエコノミーとは、未活用の“資産”（収益化できるモノもできないモノ）を共有するこ
とで、効率性と持続性及び社会を改善していく概念である 32。MaaS に置き換えると、人々は「移動」というサービスをライドシェアリン
グ、サブスクリプションサービス、カーシェアリングという自身が望むスタイルを選択し「移動」が可能となる。他方、様々な“資産”のシェア
リングや効率化により、無駄を省いた持続性のある社会が形成され、100%社会視点の「移動」も今後実現するだろう。このように、
「4C」と「4S」は互いを相殺するのではなく、共存が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                   
32 World Economy Forum,「What exactly is the sharing economy」 
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五章 MaaS のビジネス化と日本企業への提言 
   

自動車業界を取り巻く 4 つの変化とMaaSは、これまで様々な角度から述べてきたように、「モノ」を提供する時代から「サービス」
に重きを置く時代に移行したことを如実に表している。更にMaaS の世界は、企業の利益のみならず社会課題解決への挑戦までを
その目的とし、あらゆるステークホルダーとの連携の上に成り立つものであることをご理解頂けただろう。そのような環境下、MaaS をビ
ジネスとして捉えた場合、どこにビジネスオポチュニティはあるのだろうか。またそのビジネスオポチュニティを日本企業として生かすには、ど
のような準備が必要なのだろうか。 

 

 

 MaaSのビジネスオポチュニティ 

これまでMaaS ビジネスの構造や難しさについて論じてきたが、ここで改めてMaaS ビジネスの全体像を捉ると大きく 5 つの領域
で構成されていることがわかる。一つ目はライドシェアリング、カーシェアリングなどの個別モビリティサービスを提供するビジネス（ここでは
「消費者ビジネス」とする）、二つ目はそれらを統括する「MaaS プラットフォームビジネス」。三つ目は、車両提供やリース、メンテナン
スなど個別のモビリティサービスの枠を超えてMaaS ビジネス全体をサポートするビジネス（ここでは「MaaS付加価値ビジネス」）、四
つ目はMaaS プラットフォームと連携する「MaaS基盤アプリビジネス」、最後はMaaS レベル 4 で必要となる、需要予測や都市計
画、交通量コントロールなどの「応用ビジネス」である【図 18】。 MaaS を構造的に見た場合、MaaS のビジネスオポチュニティは、こ
の五つの領域それぞれに存在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 18】 MaaS の全体像とビジネスオポチュニティ 
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「消費者ビジネス」のオポチュニティ 

  消費者ビジネスは既に勃興しているライドシェアリングやライドヘイリングのような移動サービスと（①）、これから拡大が進むMaaS

に付帯するサービス（②）が含まれる。移動サービスのみの収益化は難しさも伴うが、移動以外のサービスとの連携にはポテンシャル
が存在する。例えば、移動と医療を組み合わせる等、移動に更なる付加価値をつけることでのビジネスオポチュニティは広がりがある。 

 

「MaaS付加価値ビジネス」のオポチュニティ 

MaaS付加価値ビジネスは、主に、MaaS をサポートするビジネス（③）を指し、例えば各モビリティサービスを横断してサポート
するサービス（車両提供・メンテナンス・燃料・駐車場等）などが挙げられる。より具体的にイメージするために、アメリカの「ゴールドラ
ッシュ」の話に触れる。 

1848年にアメリカのカルフォルニアで金が発見されたことにより、金の採掘者が殺到する「ゴールドラッシュ」が始まった事は歴史的
にも有名だが、「ゴールドラッシュ」がMaaS ビジネスの Tips になるエッセンスを含んでいる。  

ゴールドラッシュの時代、金を掘り当てて富を得た人々の裏側で、金ではなく別のモノを通じて富を手に入れた人々が存在するこ
とは有名である。それは金を掘るためのスコップとバケツを販売した人、作業着を販売した人（後にリーバイス）、金を現金に換金し
た人（後にウェルス・ファーゴ）だ。金を掘るという目的ではなく、その目的達成のためのツールを提供した人々がその期間継続的に
収益を得ていたという理論である。ゴールドラッシュをMaaS に置き換えた場合、MaaS を達成するためのツールを提供することが安定
的な収益オポチュニティになると考えられる。 

 

「プラットフォーム」のオポチュニティ 

様々なモビリティサービスを統括するプラットフォームビジネス（④）である。現在はプラットフォームの主な役目になっているマッチン
グ機能だけでは収益化は困難かもしれないが、既存のプラットフォームに新たな付加価値を付けたプラットフォームは収益化のオポチュ
ニティとなる。例えば、配車を最適化するアルゴリズムやダイナミックプライシング、事業者間や地域間のオープンデータ連携だ。 

 

「MaaS基盤アプリ」のオポチュニティ 

MaaS基盤アプリは既に参入者が多くレッドオーシャンになり始めている。さらに、地図や通話アプリケーションはデファクトスタンダー
ド化が進んでいる。また、決済関連のアプリケーションはネット決済サービスで発生した E コマースがMaaS においても活用されるため、
このアプリにおけるオポチュニティは大きくないと推測する。 

 

「応用ビジネス」のオポチュニティ 

今後、MaaS がレベル 4 へ移行し都市開発や都市課題との連携を考えると、MaaS とまちづくりをセットで考える街発展のビジネ
ス（⑤）や都市交通コントロールを行うビジネス（⑥）など基盤機能を応用したビジネスに、オポチュニティがあると考える。街発展ビ
ジネスは、MaaS の導入により地価や不動産価値を高め、街を活性化させるサービスなどだ。サンフランシスコでの賃貸にMaaS を付
帯させたものがこれにあたる。都市交通コントロールビジネスは、MaaS プラットフォームと連携して、都市計画や車両の需要予測や交
通量コントロールを行うサービスである。 

このように、MaaS のビジネスを輪郭から見ると実態が掴みにくいが、いくつかの領域に分解することでオポチュニティに広がりが見えて
る。 
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 日本企業への提言 

  次にMaaS とともに刻々と変わる社会や産業構造、人々の価値観を踏まえ、今後の日本自動車産業に対して 3 つの観点から
提言する。 

 

① 自動車台数ビジネスの終焉（マスブランド販売台数の減少） 

現在の自動車市場は、「マスブランド市場」と「ラグジュアリーブランド市場」の 2 つの市場に大別される。「マスブランド市場」は主に
日系自動車完成車メーカーが得意とする普通車市場であり、「ラグジュアリーブランド市場」とは主に欧州系自動車完成車メーカー
が牽引する高級車市場である。現在（2018年）の世界自動車販売台数 8.2千万台のうち、約 9割が「マスブランド市場」だ【図
19】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 19】 現在の自動車市場 (2018年) 
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しかし、今後MaaS市場の形成により、自動車市場は「所有市場」が減少し「利用市場」が増加することが予測される。この「利
用市場」は「マスブランド市場」からの流出により形成される。2030年の世界における自動車の需要台数を 1億 1千万台と仮定す
ると、「利用市場」の形成によりかつて「所有市場」に存在した約 5千万台分の自動車が「利用市場」に移行し、1千万台程になる
と予測する。このケースで台数が減少するのは、「マスブランド市場」だ。一方、「所有するなら持つ意味のある車を」という考え方から、
「ラグジュアリーブランド市場」は今後も現在と同じ規模を維持するか、むしろ拡大増加していくことが予想される【図 20】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 20】 2030年の自動車市場 

 

台数が減少すると、自動車完成車メーカーや部品サプライヤーは台数を売り続ければよいという既存ビジネスから脱却する必要が
あるだろう。 

自動車完成車メーカーは台数ではなく、サービスで収益を出す仕組みが求められる。前章で触れてきたが、サブスクリプションサービ
ス型のビジネスなどが例として挙げられる。また、マスブランドを強化するのではなく、ラグジュアリーブランドへの方向転換も必要ではな
いか。 

部品サプライヤーは台数ビジネスの終焉により、開発・生産の効率化などが求められ、M&A や協業が進むと予測する。また、新
規事業や新サービスへの参入など業態転換も含め幅広い取り組みを進めることが重要だ。 
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② ローカルに根差したグローバルな視点 

MaaS の普及はローカル（地方自治体など）に根差して進むが、地域間や国間の最適化を考えた場合、プラットフォームの機能
やアプリケーションなどは、相互互換性を持たせることが重要である。 

例えば、違う町や国に訪れた際、町や国別にMaaS のアプリケーションが異なると、ユーザーは都度アプリを入手し、決済方法を登
録、個人情報などもその数だけ提供しなければいけない。もしも少数のアプリであらゆる町や国で利用が出来れば、個人が便利にな
るだけでなく、データ管理や活用も効率化される。また、日本のような島国にいると不便はないが、欧州・北南米・中東・アフリカなどは
陸続きで他国へ移動することが比較的容易だ。国境を越えた瞬間も同じサービスを受けられるようにするためには、自国に閉じない
考え方でサービスを提供することが結果的に世界から選ばれるプレイヤーになりえる。 

 

 

③ 自前主義からの脱却とグローバルプレイヤーとの連携 

これまで日本企業は「自前」で様々な商品やサービスを生み出してきた。それは尊敬されるべき文化でもあり、日本製品や日本サ
ービスの質の高さを世界でも類を見なかった。 

しかしMaaS のビジネスでは 1社のみでサービスを提供するのは難しく、地方自治体や企業、モビリティ事業者など様々なプレイヤ
ーとの連携が必須だ。また、各機能の API連携やオープンデータといった考え方も非常に重要となる。例えば、データ（情報）に関し
ては、バスや電車の時刻表、運賃、バス停位置などの公共部門情報の公開（オープンデータ）が必要だ。これらの課題を一つずつ
クリアしていくには、自社の利益視点で対処方法を考えるのではなく、ユーザーに選ばれるサービスという軸で他企業や組織と連携し
ながらサービスを開発することが重要である。 

更に、連携先も国内から海外へ目を向け、開かれたマインドでグローバルプレイヤーとの検討も視野に入れる事をお勧めする。既に
イスラエル、アメリカ、シンガポールではMaaS に関連する技術を持つスタートアップが日々生まれている。また、②で述べたように、
MaaS をグローバルビジネスと捉えると、既にある技術を上手く活用し、お互いにWin-Win になるビジネスモデルを海外企業と検討し
ていくことが近道となる。 
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まとめ 
 

現在のMaaS はモビリティ（移動）サービスに軸を置くものが大半であるが、今後MaaSは我々のワークスタイルやライフスタイル
への大きな変化にも貢献する可能性を秘めている。ワークスタイルに関しては、通勤・移動の効率化による時間確保、ライフスタイル
に関しては商業施設・医療・介護・育児との連携まで拡大していく。2030年のMaaS市場規模はモビリティサービスだけでも約 9兆
円、都市数では 420都市以上のポテンシャルがあると予測する 33。 

 

更にMaaS が浸透すると、MaaS に利用される車両仕様はシンプルなものになると予想する。そのため、年式変更なども最小限に
とどまり、自動車完成車メーカーが車両を独自開発する理由はなくなる。今後は今まで競合していた自動車完成車メーカーや部品
メーカー同士も、協調・協業できる分野は一緒に取り組み、効率化と最適化を図っていく事が重要である。また、ステークホルダーが
増える分、ビジネスモデルやマネタイズの確立は容易ではないが、ヒトを中心にした付加価値の高い「サービス」が派生する可能性は
高く、大きなポテンシャルを秘めた領域だ。 

 

MaaS を取り巻く環境変化は、MaaS の世界を広げるだけでなく、そこに関わる企業や組織の在りをも今一度見直すチャンスをも
たらす。国連が掲げた「我々の世界を変革する︓持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」や日本政府が打ち出している Society 

5.0 を実現していくには、我々も自ら変わる必要があるだろう。MaaS の世界がエコシステムで形成されていくならば、今までの強みを
生かしたビジネスを営みつつ、他の企業・組織と協調・協業できることは積極的に取り組んでいく。それが、持続可能なビジネスにつな
がり、さらにには持続可能な社会の形成に繋がるのではないだろうか。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                   
33 ABeam Consulting予測 
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アビームコンサルティング株式会社について 
アビームコンサルティングは、アジアを中心とした海外ネットワークを通じ、それぞれの国や地域に即したグローバル・サービスを提供して
いる総合マネジメントコンサルティングファームです。戦略、 BPR、IT、組織・人事、アウトソーシングなどの専門知識と、豊富な経験を
持つ約 6,000 名のプロフェッショナルを有し、金融、製造、流通、エネルギー、情報通信、パブリックなどの分野を担う企業、組織に
対し幅広いコンサルティングサービスを提供しています。 

ホームページ︓https://www.abeam.com/jp/ 
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